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先日、定年退職後継続制度により勤務を続ける従業

員の業務内容に関し注目すべき裁判例が出されました。

トヨタ自動車で事務職として働いていた原告男性（63）

は2013年に60歳の定年を迎える際に継続雇用制度であ

る「パートナー」として5年間の再雇用を希望しました。

しかしトヨタは男性の能力が同職種として再雇用される

基準に達していないとして1年雇用の「パートタイム」職

（職務内容は清掃業務、給与は退職前の約1割）を提示

し、男性は、業務内容が事務職ではなく社内の清掃業

務であることを理由にトヨタの提示を拒否し再雇用はな

されませんでした。

当時、トヨタは、定年退職後の継続雇用制度として①

期間を最長5年とする「パートナー」としての継続雇用、

②期間を1年とする「パートタイマー」としての継続雇用と

いう2種類を設けており、①として継続雇用されるために

はトヨタが定めた各種選定基準を全て充足することが条

件とされていました。

そこで、男性はトヨタに対し、①で再雇用された場合の

事務職の従業員としての地位の確認と賃金の支払、慰

謝料の支払を求めて提訴しました。

一審名古屋地裁はトヨタ側の主張を全面的に認め請

求棄却判決を言い渡しましたが、控訴審の名古屋高裁

は、再雇用に関するトヨタの条件提示が雇用契約上の

債務不履行または不法行為であるとして損害賠償を認

急速な高齢化に対応し、高年齢者が年金受給年齢まで

働き続けられる環境の整備を目的とし、平成24年に高年

齢者雇用安定法が改正されました。

これにより、定年制度を設けている事業者は、Ⓐ定年年

齢の引き上げ、Ⓑ継続雇用制度の導入、Ⓒ定年制度の

廃止のいずれかの措置を講じなければなりません（9条1

項）。

そしてこれに反し措置を講じない事業者に対しては厚生

労働大臣は必要な助言や指導を経て勧告をし、それでも

従わない場合には事業者名等を公表することになります

（10条）。

多くの事業主は上記措置のうちⒷ継続雇用制度を採用

しており、今回も同様です。

なお、平成24年改正前は、労使協定の規定により継続

雇用制度の対象となる従業員を限定することができまし

たが、現在はこれも禁止され、全ての従業員を継続雇用

制度の対象としなければなりません。

めました。

再雇用の際に会社が提示すべき職務内容及び賃金水

準に関する具体的判断基準を示したものとして非常に注

目すべき裁判例です。

名古屋高裁は、定年後にどのような労働条件を提示す



業般」との関係で「通常解雇」できるほどの事情が必要で

あるとされており、例えば今回のようにもともと事務職の

従業員を継続雇用後それ以外の職種に配置するために

は、

事務職全般について解雇できるほどの状況でなければ

ならないのです。

皆さんご存知のとおり、実務上、通常解雇の有効性自

体も事業主側に厳しく判断されますので、全く異なる職種

を指示する場合には、その有効性は厳しく判断されるこ

とになることが予想されます。

また、同種業務での再雇用であっても賃金は大幅に減

額している場合が多いと思われますが、平成28年5月に

は東京地裁で、特段の事情がない限り正規社員と再雇

用従業員とで格差を設けることは労働契約法20条に違

反するとの判決が出ております。

高年齢者の再雇用については高年齢者雇用安定法だ

けでなく労働契約法による規制についても注意を払う必

要があると言えるでしょう。

今回取り上げた定年後継続雇用問題に限らず労務問

題についてお困りの担当者の方は遠慮なくご相談くださ

い。

るかについては事業主に一定の裁量があり、定年前の

業務内容と異なった業務内容を示すことは当然許される

としたうえで、継続雇用後に定年前と全く別個の職種を

示すためには、当該労働者が定年前の職種全般につい

て適格性を欠くなど通常解雇を不当とする事情が必要

である、という基準を示しました。

そして、本件で、男性をパートタイム労働者として雇用

するにあたり、入社後定年時まで事務職として勤務して

きた男性に対して清掃業務を指示したことは、継続雇用

の実質を欠き通常解雇と新規採用に当たり違法である

と判断し、トヨタに対し約127万円の損害賠償の支払いを

命じました。

つまり、裁判所は、継続雇用制度の内容とその運用に

関しては事業主にある程度の裁量が認められるものの、

それはあくまでも高年齢従業員の雇用の安定確保という

法の趣旨に合致したものでなくてはならないことを示し、

かつ、全く異なる職務を指示するためには従前業務全般

との関係で通常解雇できるほどの事情があることが必

要であるという厳しい基準を明示したのです。

本判決は、再雇用後の労働条件に関する会社の職務

指示が雇用契約上の債務不履行または不法行為に該

当し、損害賠償を命じられる場合があることを示したもの

として大変注目すべき裁判例です。

退職前と異なる職種を指示する場合には「従前業務全
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鹿児島県生まれ。人事・労務管理の問題に注
力しており、福岡県弁護士会では労働法制委
員会に所属。労働問題に関する最新の動向
も把握しておりますので、是非一度ご相談くだ
さい。

「福祉」と一言で言っても、その内容は、障害者支援・

高齢者支援・子育て支援…などなど多岐にわたります。

特に、近年は、独居高齢者の増加など社会環境の

変化に伴い「福祉」に対するニーズは、さらに、多様

化・複雑化しています。

そのような中で、高い公益性と非営利性を備えた社

会福祉法人は、社会福祉事業の中心的な担い手とし

て、重要な役割を果たしてきました。

その一方で、一部の法人による不適正な運営や補

助金の目的外利用などいくつかの問題点も指摘され

るようになりました。

そこで、社会福祉事業の担い手である社会福祉法人

の高い公益性と透明性をより高めるために、平成28年

に社会福祉法が改正されました。

今回の改正の特に重要なポイントは、次の2点です。

①ガバナンスの強化～評議員会と評議員～

②財務規律の強化～内部留保の明確化～a



12月28日は当事務所の仕事納めでした。

午前中は通常業務で、午後から所員全員で約4時間かけての大掃除を行な

い、大掃除の後は事務所内で忘年会がありました！

所員数も増えたことから、今年は事務所内での立食パーティーでした！

また、当事務所の忘年会の目玉は新しく入所した弁護士の「一発芸」です！

弁護士の澤戸が「物真似・手品」を行ったあとに、弁護士の山口から、

「実は大学4年間と大学院生の2年間の計6年間をピン芸人として活動してい

た」とのカミングアウトがあり、事務所が驚きに包まれました。

さらに、「実は、Ｒ－1グランプリの3回戦（準々決勝）にも進出しました」との追加情報の後に、「フリップネタ」がありました。

まさか、事務所で本場の笑いを味わえるとは思っておらず、大変和やかな忘年会となりました！

そして、最後に当事務所の事務員である北原が結婚退職をすることとなったため、送別会も行われました！

送別会も感動と笑いに包まれ、とてもいい思い出になりました！

こんな事務所はございますが、2017年も所員一同宜しくお願い申し上げます。

所員の日常～元芸人の弁護士加入～
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が行われるなど、財務会計についてのチェック機能が

不十分であるという問題がありました。

そこで、今回の改正では、適切・公正な支出管理、内

留保の明確化、計画的な再投資に関する規定が設け

られました。

例えば、「役員区分ごとの報酬総額」が閲覧・公表の

対象になったり、一定規模以上の法人（特定社会福祉

法人）を対象に、財務会計のチェック機関として会計監

査人による監査を法律上義務化されたりしました。

また、社会福祉充実計画という、いわゆる「内部留

保」の実態を明らかにして、適正な活用を促すための

仕組みが設けられました。

以上のように、社会福祉法は大きく変化しました。

定款変更等、改正対応でお困りの方をご存知でしたら、

当事務所へお問い合わせ頂くよう、お声掛けいただけ

ると幸いです。一部の社会福祉法人では、法人資金の私的な流用

一部の社会福祉法人の中で不適正な運営がなされ

ていた要因として、理事・理事長に対する牽制機能が

十分に働いていなかったことが挙げられます。

理事・理事長の独断を事前に防止する機能が弱かっ

たのです。

そこで、今回の改正では、評議員会という機関の設

置が義務付けられました。

評議員会は、最終的な意思決定機関として、法人の

重要な事項の決定、理事の選任・解任、役員等の報

酬決定など大きな権限が与えられています。

また、評議員会は、理事・理事長を牽制することが役

割ですので、その構成員である評議員の選任・解任や

資格には厳しい制限があります。


